
DX

DX

第41号

2

3

4

6

7

8

11

321万人が自宅でe-Tax
スマホ申告は100万人突破
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「2025年の壁」への警鐘も
正しく伝わらず誤解が…

　経済産業省は2018年に公表し

た「DXレポート」において、「老朽

化・複雑化・ブラックボックス化し

た既存システムがDXを本格的に

推進する際の障壁となる」と警鐘

を鳴らし、この課題を克服できな

い場合、2025年以降に毎年最大

12兆円の経済損失が生じる可能

性を指摘した。いわゆる「2025年

の壁」というものだ。

　その後、経済産業省では2025年

の完了を目指してDXを計画的に

進めるよう企業に促したが、日本

国内でＤＸを推進する動きはほと

んど見られなかった。

　こうした事態に経済産業省は、

「DXレポートのメッセージが正し

く伝わっておらず、『ＤＸ＝レガ

シーシステム刷新』というＤＸの

本質とは異なる解釈や、『現時点で

競争優位性が確保できていれば

これ以上のDXは不要』といった誤

解が生じた」と分析。

　さらに、新型コロナの影響によ

り、テレワークなどITインフラや

就業ルールを迅速に変更して環

境変化に対応できた企業とそう

でない企業の差が拡大しており、

デジタル競争における勝者と敗

者の明暗が今後さらに明確に

なっていくことに危機感を募ら

せ、経済産業省は昨年12月、企業

のDXを加速するための課題や目

指すべき方向性などを示した「DX

レポート２（中間とりまとめ）」を

改めて公表した。

　経済産業省はDXの定義につい

て「企業がビジネス環境の激しい

変化に対応し、データとデジタル

技術を活用して、顧客や社会の

ニーズを基に、製品やサービス、ビ

ジネスモデルを変革するととも

に、業務そのものや、組織、プロセ

ス、企業文化・風土を変革し、競争

上の優位性を確立すること」とし

ている。

　その中でも、DX実現に欠かせ

ない重要ポイントとして、DXレ

ポート２では、企業文化（固定観

念）を変革することを挙げている。

この点は、コロナ禍の環境変化に

対応できた企業とできなかった

企業の違いにも明確に現れてお

り、押印、客先常駐、対面販売など、

これまでは疑問を持たなかった

企業文化の変革に踏み込むこと

ができたかどうかが「成否の分か

れ目」と分析している。

　さらに、「コロナ禍によって人々

の固定観念が変化した今こそ企

業文化を変革する機会。ビジネス

における価値創出の中心は急速

にデジタルに移行しており、今す

ぐ企業文化を変革してビジネス

を変革できない企業は、デジタル

競争の敗者になる」としており、

DXへの取組みは「待ったなし」の

状況にあることを強調している。

　では、コロナ禍をきっかけに企

業はどのようなアクションを起こ

すべきなのか。

　DXレポート２では、コロナ禍で

も従業員・顧客の安全を守りなが

ら事業継続を可能とするため、①

業務環境のオンライン化、②業務

プロセスのデジタル化、③従業員

の安全・健康管理のデジタル化、④

顧客接点のデジタル化などを挙

げている。そして、これらの取組み

を迅速かつ全社的に導入するた

めには「経営トップのリーダー

シップのもとに企業文化を変革

していくことがファーストステッ

プになる」としている。

経営者がビジョンを持つ
それがDX推進の始まり

　一方で、経営者がDXの必要性

をしっかり認識しているのに、社

内のDXが思うように進まないと

いうケースも少なくない。その理

由について経済産業省は2018年

のレポートで、「経営者からビジネ

スをどのように変えるかについ

ての明確な指示が示されないま

ま、『AIを使って何かできないか』

といった指示が出され、検証は繰

り返されるが、ビジネスの改革に

繋がらないといったケースが多

い」と指摘している。

　こうした状況について、「中小企

業がDXを実践する際には、どこ

を目指しているかというビジョン

をしっかり持つことが重要です」

と指摘するのは、中小企業DX推

進研究会の山口高志会長だ。中小

企業がDXを実践する際には、「何

のためにDXに取り組むのか、そ

の目的地はどこなのか、まず経営

者が従業員に対して明確に伝え

ることが大切です」（山口会長）。

　DXレポート２でも、同じように

「まずは経営者が将来のビジネス

を見据えた上で取組みの方向性

となるビジョンについて、関係者

間の対話を通じて示すことが重

要」と示している。ビジョンがない

状態で、経営層が部門ごとにデジ

タル化を検討するように指示を

出してしまうと、部分的なデータ

分析で終わってしまうケースも

多いようだ。

　2021年版中小企業白書による

と、中小企業のデジタル化に関す

る調査で、新型コロナの流行前後

における事業方針上のデジタル

化に対する優先順位を見ると、「高

い」と「やや高い」を合わせた回答

割合は、新型コロナ流行前の

45.6％から流行後には61.6％ま

で上昇。新型コロナによって中小

企業でもデジタル化に対する意

識が高まっていることが報告さ

れている。

　一方、デジタル化推進に向けた

課題としては、「アナログ的な文

化・価値観が定着している」のほ

か、多くの企業が「資金不足」と回

答している。中小企業がDXを推

進する際には、「IT導入補助金」や

「ものづくり・商業・サービス生産

性向上促進補助金」といった補助

金や助成金のほか、今年からデジ

タルトランスフォーメーション

（DX）投資促進税制も施行されて

いるので、こうした国による施策

も上手く活用したいところだ。

　ビジネスの世界において「ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）」という言葉が
大きなトレンドになっている。大企業だけでなく中小企業でも経営者がデジタル変革に
対する現状への危機感を持ち、DXの取り組みを始めるところも出てきたが、一方で、
従来と何も変わらないという企業も多く、DX推進状況の二極化が進んでいる。

中小企業もDX待ったなしデジタルトラ
ンスフォーメ

ーション

コロナ禍こそ変革のチャンス！
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『復帰支援一時金』は非課税の保険金
 事前照会に文書回答東京国税局 
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　全国税理士共栄会（秋場良司会

長）の『ＶＩＰ大型総合保障制度』

は、中小企業や個人事業主が抱え

る問題を様々なプランで解決し、

税理士先生とその家族および従業

員、さらに関与先企業の経営者と

家族および従業員の「暮らしと事

業」の発展を応援しています。

　プランのひとつ「経営者大型保

険（集団扱定期保険）」は、掛捨

の割安な保険料で、入院や手術を

含む総合的な保障をする保険で

す。経営者に万一のことがあった

とき、大型の保障で企業を守りま

す。

　次に、「経営者保険総合プラ

ン」では、働きざかりの経営者等

の生涯保障や役員・幹部社員の退

職金準備等に活用できるよう、終

身保険、養老保険など多彩な商品

が用意されています。

　このほか、ガンなどの生活習慣

病保障に重点をおいた保険や高

度先進医療保険、介護保険など

様々なニーズに応える医療保険全

般が揃った「経営者スーパープラ

ン」、突然の病気やケガで就業で

きなくなったとき、その就業不能

期間の収入を補償する「団体所得

補償保険」、長期にわたる就業不

能時の収入を補償する「団体長期

障害所得補償保険」、入院１日目

から補償、日帰り入院も補償する

「新・団体医療保険」などにより

中小企業や個人事業主の方々を総

合的にバックアップしています。

関与先を守りながら
事務所の収入源も増加

　円滑な事業承継や相続税対策

の実現をはじめ、退職金の準備や

従業員の福祉制度の充実化など、

関与先の様々な問題を「保険」で

解決すると共に、税理士事務所の

新しい収入源を確保できる制度が

あります。それは、全国税理士共

栄会が推進している「税理士ＶＩ

Ｐ代理店制度」です。

　税理士ＶＩＰ代理店の主な仕事

は、全国税理士共栄会の事業の二

本柱である『ＶＩＰ大型総合保障

制度』と『全税共年金』の普及お

よび契約の保全、生命保険設計書

の作成および提案、加入申込書類

の記入と手続などを行います。関

与先に役立つ豊富な保険知識が習

得できるほか、代理店業務は保険

会社がアシストしますので安心で

す。これまで多くの税理士先生が

代理店に登録し、関与先関係者の

ニーズを満たすと共に、事務所の

収入源の増加に繋げています。

　国税庁はこのほど、「令和２年

分所得税等、消費税及び贈与税の

確定申告状況等について」を公表

した。

　それによると、令和2年分の所

得税の確定申告書を提出した人は

2249万3千人（前年比2.1％増）。
このうち申告納税額がある人は

657万2千人（同4.3％増）、その
所得金額は42兆5497億円（同

2.2％増）と前年より増えたもの
の、申告納税額は3兆1653億円

（同1.6％減）と減少した。
　確定申告書を提出した人のう

ち、土地等の譲渡所得（総合譲渡

を含む）の申告者は50万4千人（同

3.9％減）だった。そのうち所得金
額がある人は33万4千人（同4.6％
減）で、その所得金額は４兆2160

億円（同13.6％減）となり、前年分
と比べていずれも減少した。

　一方、株式等の譲渡所得の申告

者は112万5千人（同13.0％増）。そ
のうち所得金額がある人は47万8

千人（同25.4％増）、所得金額は3兆
5053億円（同7.2％増）で、前年分と
比較していずれも増加している。

　個人事業者の消費税の申告件

数は112万4千件（同0.9％増）
で、平成24年分からほぼ横ばい

で推移している。申告納税額は

6235億円（同2.8％増）だった。
　贈与税の申告書の提出者は48

万5千人（同0.5％減）で、申告納
税額がある人は35万4千人（同

0.2％減）、申告納税額は2772億
円（同10.9％増）となった。
　贈与税の課税方法として、暦年

課税を適用した人は44万６千人

（同0.1％減）、申告納税額は2177
億円（同0.2％増）。相続時精算課税
を適用した人は３万９千人（同

5.7％減）、申告納税額は595億円
（同82.1％増）となっている。
　なお、自宅等からｅ-Ｔａｘで申告

書を提出した人（本人による自宅

からの送信のほか、税理士による

代理送信を含む）は、所得税等で

789万9千人（同25.3％増）となっ
ており、このうち国税庁ホーム

ページの確定申告書等作成コー

ナーなどを利用して自宅から納税

者自身がｅ-Ｔａｘで所得税等の申
告書を提出した人は、前年分より

約1.7倍増加の321万人となり、約
135万人の増加となった。

　また、自宅からスマートフォンを

使ってｅ-Ｔａｘで申告した人は前年
分より約2.2倍の約102万人となり、
100万人の大台を突破している。

様々なプランで、万一のときの安心を
『ＶＩＰ大型総合保障制度』全国税理士共栄会の

令和2年分確定申告

スマホ申告は100万人突破

　東京国税局はさきごろ、「生命

保険契約に基づき支払を受ける復

帰支援一時金の所得税法上の取

扱いについて」の事前照会に対す

る文書回答を公表した。

　照会者のA社は、保険期間中に
被保険者が傷害または疾病を原因

としてA社が定める就業不能状態
となった場合に、給付金を受け取

ることのできる就業不能保険を販

売しているが、これを改定し、新

たな特則を設けた就業不能保険

（以下、本件商品）を販売するこ

とを予定している。

　この特則とは、本件商品の契約

締結時に付加し、かつ、保険約款

に定める本件給付金の支払事由に

該当することで、被保険者は給付

金に加え、「復帰支援一時金」と

称する一時金を受け取ることが可

能となる。

　A社は、復帰支援一時金につい
て、①就業不能状態が終了したと

き（死亡を除く）、②給付金の支

払事由該当後に保険期間が満了し

たとき、③就業不能状態ではある

が支払対象外期間であったために

本件給付金が支払われず保険期

間の満了後支払対象外期間を超え

て継続した就業不能状態になった

ときを支払事由としている。

　そして、被保険者が給付金の支

払事由に該当した後、すなわち傷

害または疾病を直接の原因とする

就業不能状態を保険事故として支

払うものであること、また、特則

は、就業不能状態を終了しても多

くのケースで必要となる療養費用

等の補填として復帰支援一時金を

使用してもらうことを目的にして

　国税不服審判所はさきごろ、令

和２年度における審査請求の概

要を公表した。

　それによると、令和2年度の審

査請求の件数は2229件で前年度

より13.0％減少した。このうち、
異議申立てまたは再調査の請求

を経ないで直接審査請求のあっ

た件数は前年度より10件少ない

1593件。異議申立てまたは再調

査の請求を経た審査請求は前年

度より324件減少の636件。審査

請求の発生件数に占める直接審

査請求の割合は71.5％だった。
　審査請求の処理件数は、前年度

から518件少ない2328件で、この

うち取下げは199件、却下は93

件、棄却は1803件。納税者の主張

が一部でも認められた件数は233

件で、一部認容は168件、全部認容

は65件。その割合は10.0％（一部
認容7.2％、全部認容2.8％）で、前
年度より3.2ポイント減少した。
　国税不服審判所では、審査請求

を原則１年以内に裁決するように

しているが、令和2年度は新型コ

ロナの影響により審査請求の１年

以内の処理件数割合は83.5％（前
年度98.0％）だった。

令和2年度の審査請求
納税者の認容割合10％

いることからすると、所得税法第

９条第１項第17号に規定する非

課税となる保険金に該当すると判

断。この復帰支援一時金につい

て、非課税となる保険金に該当す

るものとして取り扱って差し支え

ないかどうかを照会した。

　これに対して東京国税局は、照

会の事実が前提なら差し支えない

旨の回答をしている。



今号の推薦図書はこちら！日税ジャーナル

役員退職員の損金算入めぐる争い

当局 証拠に！？
したLINEの画像データを出力し

た資料から「元代表者は、辞任後

においても従来どおり会社の経営

に従事しており、会社のみなし役

員に該当するから、請求人（会

社）を実質的に退職したとは認め

られない」と主張していた。

　みなし役員とは、取締役等の法

的な地位を有していない者でも

「法人の経営に従事している者」

を法人の役員に含めるというもの

（法人税法第2条第15号）。審判

所は「『法人の経営に従事してい

る』とは、法人の事業運営上の重

要事項に参画していることをいう

と解される」ため、関係者の申述

の内容やLINEのやり取りを分析

し、経営会議への参加状況、それ

以外の指示命令、金融機関への対

32021年・夏号 トピックス

応、新規事業の決定について元代

表者の関与を検討した。

　その結果、審判所は、たとえば

指示命令について「LINEには、

元代表者から現経営サイドに対す

る法人グループ間の資金移動に係

るものなど様々な指示ともとれる

ようなやりとりがみられ、当該期

間に、（中略）元代表者が、法人

グループ全体のいわゆる実質的な

オーナーとして振舞っていたこと

はうかがわれる」としながらも、

「法人グループのいずれの法人の

業務に係るやりとりなのか不明な

ものが多くみられ、上記の指示等

が会社の事業運営上の重要事項

に係る指示かは不明であるとこ

ろ、辞任の翌日（平成24年12月1

日）から本件LINEの開始日の前日

（平成26年9月29日）までの期間

において、元代表者が会社の業務

に関して具体的な指示等をしたこ

とおよびその内容や方法を示す客

観的な証拠はない」と認定した。

　審判所は、このほかの点でも、

LINEに決定的な具体的関与を示

す証拠が認められなかったとし

て、代表取締役の辞任後も継続し

て会社の事業運営上の重要事項

に係る具体的な指示命令および決

裁をしていたと認めることは困難

として、国税当局の更正処分等を

全部取り消し、納税者に軍配を上

げている。

　退職したはずの代表取締役が、

その後も会社の事業運営上の重

要事項に関与していたとして、会

社が支給した退職金7億2千万円

余りの損金算入を国税当局が否

認したことから争いになった国税

不服審判所の事例が注目されて

いる（令和2年12月15日大阪支

部裁決）。

　この争い、なぜ注目されている

かというと、元代表者による

LINEのやり取りを国税当局が証

拠として挙げてきたためだ。

　問題となったLINEは、平成24

年11月30日の退職から１年10カ

月後となる平成26年9月30日以

降の期間に発信されたもの。

　更正処分した国税当局は、会社

関係者の申述や元代表者が発信

国税庁の令和３年度実績目標
「税務行政のDX」を目指す

令和２年度査察の概要
暗号資産事案で初の有罪

　財務省は、政府全体の方針で

あるデジタル化の推進を踏まえ、

「令和3事務年度　国税庁実績評
価実施計画」の中に「税務行政

のデジタル・トランスフォーメー

ション（ＤＸ）」を新たな実績目

標として設定した。

　まず、「オンラインによる税務

手続の推進」では、ホームページ

で利用者目線に立った情報提供

を行うとともに、申請、届出、申

告、納付などの税務手続がオン

ラインで簡便にできる環境を整

備することで「あらゆる税務手続

が税務署に行かずにできる社

会」の実現を目指す。

　具体的には、①オンライン申告

の推進、②マイナンバー制度の

普及・定着に向けた取組み、③利

用者目線に立った情報提供、④

キャッシュレス納付の推進、⑤申

請・届出等の合理化・デジタル化

を図っていく。

　次に、「デジタルの活用による

業務の効率化・高度化」では、従

来の慣行にとらわれることなく、

業務の在り方を見直し、デジタル

化の利点を最大限に活用して、

①内部事務のセンター化の推

進、②照会等のオンライン化の

推進、③データ活用等による税

務執行の効率化・高度化といっ

た各施策に取り組んでいく方針

だ。

　国税庁はこのほど、「令和２年

度査察の概要」を公表した。

　それによると、査察の処理件

数は113件で、そのうち83件を
告発している。告発した査察事

案に係る脱税総額は 69 億円。
　１件当たりの脱税額は総額分が

8000万円、告発分は8300万円
となり、いずれも前年度より増加

したほか、告発率73.5％は平成
20年度以来の高水準となった。
　令和２年度の重点事案と位置

付けた「消費税不正受還付事案」

については９件を告発。そのほか

の重点事案として「無申告ほ脱事

案」は13件を告発。「国際事案」
の告発件数は過去５年間で最も

多い27件だった。
　令和２年度中に一審判決が言

い渡された件数は87件。そのう
ち有罪判決は86件で、実刑判決
が６人に出された。最も重かった

のは、査察事件単独に係るもの

が懲役２年６月、ほかの犯罪と併

合されたものが懲役３年となっ

ている。

　全国初となった「暗号資産事

案」では、ビットコインなどの暗

号資産の取引を行って得た利益

を申告から除外し、所得税を免

れていた事案に所得税法違反の

罪で、懲役１年（執行猶予３年）お

よび罰金1800万円の判決が出さ
れている。

元代表のＬＩＮＥを



消費税の落とし穴はココだ！！ココだ！！
誤った税率のレシートを受領
仕入控除税額の計算どうなる？

　適用税率が誤っている場合に
は、そもそもが区分記載請求書等
の記載要件を満たさないこととな
るので、買い手側としてはレシー
トの再発行を受けない限り、仕入
税額控除は認められないことにな
るようです。いずれにせよ、当初
の支払金額と正しい金額との差額
については、売り手と買い手の間
で精算することになるものと思わ
れますが、国税庁の資料には、代
金の精算についてはいっさい触れ
られていません。

●標準税率（10％）が適用され
る仕入商品について、軽減税率
（8％）により仕入控除税額を計
算した場合
　標準税率（10％）が適用される
仕入商品について、誤って軽減税
率（8％）が適用されていた場合
にも正しい請求書等の再発行を求
める必要があります。8％税率で
仕入控除税額を計算した場合、納
付税額が過大になることから税務
調査で否認されないと安易に考え
るのは危険です。正しい税率が記
載された請求書等の保存がない限

A

熊王税理士の
ワンポイント講座

4 2021年・夏号税務会計情報

り、仕入金額の全額が仕入税額控
除の対象とはならないこととなり
ますので注意が必要です。

●適用税率の判定
　飲食料品の譲渡の判定に当
たっては、販売する事業者が、人
の飲用または食用に供されるも
のとして譲渡した場合には、顧客
が飲食以外の目的で購入し、使
用したとしても軽減税率の適用
対象となります。よって、買い手
の立場からしてみれば、その商品
の税率が8％なのか10％なのかと
いう判断は売り手の意思に委ね
られているのであり、買い手の用
途により勝手に決めることはでき
ません。国税庁の軽減税率Q&A
（個別事例編）の問20では、食
品添加物として、食品表示法に
規定する表示がされている重曹
を、食用及び清掃用に使用するこ
とができるものとして販売する
場合には、たとえ「清掃用に使用
することができる」との表示が
あったとしても軽減税率を適用
することとしています。
　では、食品添加物としての表示

熊王  征秀
税理士
昭和59年学校法人大
原学園に税理士科物
品税法の講師として
入社し、在職中に酒税

法、消費税法の講座を創設。平成４年同
校を退職し、会計事務所勤務。平成６年
税理士登録。平成９年独立開業。東京税
理士会会員相談室委員、東京税理士会
調査研究部委員、日本税務会計学会委
員、大原大学院大学教授ほか。消費税関
連の書籍も多数執筆。

くまおう   まさひで

　従業員の福利厚生用と
して軽減税率が適用され
る商品(食品：税抜価格

10,000円)を購入したところ、
誤って標準税率（10％）が適用
されたことにより、11,000円(税
込)で購入していたことが判明し
ました。仕入控除税額の計算に
当たっては、販売者の適用税率
に合わせ、10％の標準税率を適
用してよろしいでしょうか。

Q

がない重曹が8％で販売されてい
た場合には、買い手は売り手から
10％税率に基づいて計算したレ
シートの再交付を受け、差額の
２％を追加払いしなければいけな
いのでしょうか…。買い手は商品
を購入するたびに、容器のラベル
の表示をいちいち確認する義務
があるのでしょうか…。また、売
り手が飲食料品と認識して販売
した商品について、買い手が適用
税率の変更を求めることなど現
実問題としてできるのでしょう
か…。このようなことを実務の
現場で実行することは、事実上不
可能ではないかと思われます。

スクランブルスクランブル税務税務 ～審判所の視点～～審判所の視点～

　医業を営んでいる請求人は、
平成26年４月１日付でＡ医師と
雇用契約を締結し、自らの医業
に従事させていた。請求人は、
平成27年５月15日付でＦ会と
相互の円滑な運営を期すること
を目的とした医療機関診療協
力要綱を締結した。
 要綱では、要旨次のことが定
められていた。
　①請求人からＦ会へ○○され
る医師はＡ医師が担当する。②
診療協力の期間は、平成27年
５月20日からＦ会の内科常勤医
師が就任するまでの期間とす
る。③診療協力の日は毎週水曜
日を原則とし、診療時間は14時
から17時までとする。ただし業
務の都合により変更する場合が
あることを請求人およびＦ会は
互いに承諾するものとする。④
診療協力に伴う協力金は１回当
たり４万円とし、Ｆ会は請求人
に対し当月分を翌月末までに
請求人による請求書に基づき
支払うものとする。

　請求人は要綱の定めに基づき、
Ｆ会に対し、Ａ医師がＦ会の診療
に従事した月の翌月初めに請求書
を作成し、Ｆ会からの協力金を受
領した。
　請求人は、Ａ医師に対し賞与と
して、平成28年７月25日に84万
円、平成28年12月22日に96万円
の計180万円、平成29年７月25日
に48万円をそれぞれ支給し、平
成28年分および平成29年分の事
業所得の金額の計算上必要経費
に算入した。
　そして、請求人は、雇用者給与
等支給額が増加した場合の所得
税額の特別控除を適用して所得
税等の確定申告をしたところ、原
処分庁は本件特別控除の適用を
受けることができないとして、更
正処分および過少申告加算税の賦
課決定処分をしたことから争いが
起きた。
　争点は、請求人に本件特別控除
の適用があるか否か。具体的に
は、協力金は、旧措置法第10条の
５の３第２項第３号括弧書きに規

定する「その給与等に充てるため
他の者から支払を受ける金額」に
該当するか否か。

Ａ医師に賞与を支給したのは
協力金の支払いを受けたため

　請求人は、「Ｆ会とＡ医師との
間には、契約書の作成はないもの
の雇用契約が存在する。要綱は、
Ａ医師の在籍出向のために作成さ
れたものであり、請求人は、Ｆ会
が負担するＡ医師の給与を協力金
として受領したものであるから、
協力金は実質的に出向に伴う給与
負担金である」と主張。
　一方、原処分庁は、請求人が経
営する診療所に勤務するＡ医師を
診療協力として別病院の外来患者
の診療に従事させたことに伴いＦ
会から請求人が支払を受ける協力
金について、①Ｆ会が委託費とし
て経理処理していること、②Ｆ会
の経理担当者が「Ａ医師の給与に
充てるために（請求人に）支払っ
たものではない」旨証言している

ことを理由に、本件特別控除に
規定する「その給与等に充てる
ため他の者から支払を受ける金
額」に該当しないから、請求人
は本件特別控除の適用を受ける
ことができないとした。
　これに対して審判所は、請求
人とＡ医師との雇用契約に賞与
を支給する定めがないにもかか
わらず、請求人がＡ医師に対し
て診療協力の回数に応じて賞与
を支給していたことは、Ａ医師
が診療協力に従事し、協力金の
支払を受けたために他ならない
ことから、協力金はＡ医師に対
する賞与に充てるためにＦ会か
ら支払を受けたものと認められ
ると判断。
　したがって、協力金は、租税
特別措置法第10条の５の３第２
項第３号括弧書きに規定する
「その給与等に充てるため他の
者から支払を受ける金額」に該
当するとして、原処分庁の処分
を取り消す判断を示した。　

（令和２年7月7日裁決）

特別控除は適用されるか!?
医療機関の診療協力金の税務処理をめぐるバトル

●正しいレシートの再交付
が必要になります！

　国税庁の公表資料《事業者の皆
様へ（～区分経理から消費税申告
書の作成まで～）令和元年11月国
税庁（令和２年１月更新）》の10頁
では、「誤った税率に基づいて税
込対価を計算したレシートを受領
した場合には、取引先に対して
「取引の事実」に基づくレシートの
再交付を依頼するといった対応が
必要となります。」としたうえで、
適用税率の誤りによる税込対価の
額の誤りについては「追記」を認
めないこととしています。

　



 １）25年12月期 ２）26年12月期 ３）27年12月期

還付申告 △約4152万円 △約9120万円 △7849万円

更正処分 ＋約1634万円 ＋約4487万円 ＋約1億6688万円

過少申告加算税 約1082万円 約2580万円 約4670万円

インサイト

１. 仕入税額控除をめぐる問題

　消費税は、事業者が課税売上等にかかる消

費税から、課税仕入れ等にかかる消費税を控

除して、納める税額または還付する税額を計

算する（消費税法30条1項）。
　仕入れにかかった消費税が全額控除できる

のは、課税売上高が5億円以下、課税売上割
合が95％以上のとき。課税期間中の課税売
上高が5億円超または95％未満の場合は、課
税売上に対応する課税仕入れ等に係る消費税

額だけを控除することになる。

　ところで、入居者付きの賃貸住宅を仕入れ

た場合、建物部分の転売で受取る消費税のほ

かに、「住宅の貸付に伴う家賃」という消費

税が非課税の売上もある。このように課税売

上と非課税売上が混在するときは、消費税法

30条2項に従い、「控除すべき税額」を制限
付きで計算することになる。

　その計算方法のひとつが、課税資産の譲渡

等にのみ要する課税仕入れ等の税額の合計額

に、課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡

等に共通して要する課税仕入れ等の税額の合

計額に課税売上割合を乗じて計算した金額を

加算する「個別対応方式」によるものだ。

　これは、①課税売上のみに要する課税仕入

れ等に係る消費税額、②非課税売上のみに要

する課税仕入れ等に係る消費税額、③課税売

上と非課税売上に共通して要する課税仕入れ

等に係る消費税額に区分されている場合に可

能な計算方式となっている。

〇個別対応方式の控除仕入税額の計算式
　控除仕入税額＝①の消費税額
　　＋③の消費税額×課税売上割合

　今回の裁判の争点は、入居者付きで買った

賃貸マンションの仕入れの用途区分が、個別

対応方式の仕入税額控除の計算上、「課税資

産の譲渡等のみに要するもの」となるのか、

それとも「譲渡資産の譲渡等と、その他の資

産の譲渡等に共通して要するもの」となるの

か。

２. 事案の概要

　控訴人である不動産業者は、各課税期間に

おいて、その全部または一部が住宅用として

賃貸されている建物を購入。１）平成25年
12月課税期間は79物件、２）平成26年12月
課税期間は90物件、３）平成27年12月課税
期間は175物件。不動産業者は引渡日以降の
賃貸料を収受していた。

　これを受けて不動産業者は、各課税期間の

消費税について確定申告を行った。控除対象

仕入税額については、いずれも個別対応方式

を用いて、各課税仕入れは「課税資産の譲渡

等にのみ要するもの」に区分されることを前

提として左下の表の申告欄のとおり総額約2
億1121万円の還付申告をした。
　Ｃ税務署は平成29年７月、各課税仕入れは
「共通課税仕入れ」に区分されるべきであると

した上で、表のとおり本税総額約2億2809万
円の更正処分と、約8332万円の過少申告加算
税を課税する処分等を行った。

　東京高裁は、この争点に関して一審判決を

是認。また、同様の争点で争われ、納税者が

勝訴した令和2年9月3日東京地裁判決（エー
ディーワークス事件）において、用途区分に

ついて最終的な取引等の目的などにも配慮し

て「課税仕入れ等を行った日を基準にどのよ

うな取引のために当該課税仕入れを行ったか

を認定して行うべき」と指摘があった点を否

定し、「事業者に課税資産の譲渡等の目的が

あり、その他の資産の譲渡等の目的（賃貸料

を得るなど）がなかったとしても、課税仕入

れを行った日において将来その他の資産の譲

渡等が確実に見込まれ、その他の資産の譲渡

等に要する課税仕入れとなることが明らかで

ある場合には，共通課税仕入れに該当すると

解釈するのが相当である」と判断した。

３. 加算税が取消された理由

　期限内に申告していても、税務調査などで

納めるべき税額が不足していたり、還付税額

が多過ぎていることが明らかになった場合に

は、修正申告を求められたり、税務署による

更正が行われる。この場合に賦課されるのが

過少申告加算税だ。税額は、足りない分の

10％相当額が原則。ただし、足りない税金が
当初の申告納税額と50万円とのどちらか多い
金額を超えている場合、超えている部分につ

いては5％増しになる。
　ただ、修正申告・更正前の税額の計算の基

礎とされていなかったことについて「正当な

理由」があると認められる場合は、その「正

当な理由」があると認

められる事実に基づく

税額は控除される（国

税通則法65条4項）。
　今回の事件では、転

売するために取得した

入居者付き賃貸マン

ションに係る消費税の控除対象仕入税額が、

仕入れ時に支払った全額ではなく、制限され

る取扱いに変更したことについて、裁判所

は、国側が納税者に周知徹底する必要があっ

たのにしていなかったと認定。納税者が当初

申告において仕入れ時にかかった消費税を全

額控除したことに「正当な理由」があると認

めている。

　裁判所が認定した事実関係の概要は次の通

りだ。

⑴平成9年頃、賃貸中マンション購入費用
事例について、「課税資産の譲渡等にの
み要するもの」との回答をしており、税
務当局が、個別対応方式における用途区
分において、主たる目的または最終的な
使用目的を考慮して用途区分を判定した
とも理解し得るような事実が認められ
る。

⑵その後、税務当局は、本件と争点を同一
にする平成17年裁決、平成22年裁決、
平成24年裁決において、用途区分を
「課税資産の譲渡等とその他の資産の譲
渡等に共通して要するもの」であると主
張して、これが是認されており、遅くと
も平成17年頃には上記回答の見解を変
更したことが窺われる。

⑶税務当局として、従来の見解を変更した
ことを納税者に周知するなど、これが定
着するよう必要な措置を講じるのが相当
であったと解されるにもかかわらず、そ
のような措置を講じているとは認めら  
れない。

⑷平成９年以降の事例における回答の変更
や裁判例、裁決、文献および雑誌の記事
において共通課税仕入れに区分されるこ
とが示唆されたり、示されたりしている
が、なお裁判においてその適法性は争わ
れており、上記必要な措置が講じられた
ものと評価することもできない。

　

　こうしたことから東京高裁は、「税務当局

の従前の対応例、これを根拠とする紛争が継

続している事情の下では、各確定申告におい

て、控訴人（不動産業者）が、各課税仕入れ

を「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」に

区分した上で控除対象仕入税額の計算をした

ことについては、真に控訴人の責めに帰する

ことのできない客観的な事情があり、過少申

告加算税の趣旨に照らしてもなお、控訴人に

過少申告加算税を賦課することが不当または

酷になるというのが相当である」として一審

判決を覆し、「確定申告における申告額が過

少であったことにつき、国税通則法65条４項
にいう「正当な理由」があるということがで

き、各賦課決定処分は違法」としている。

　入居者付き賃貸マンション転売に係る消費税の仕入税額控除をめぐり争われた裁判で、東京高裁は令
和3年4月21日、異例判決を下した。仕入税額控除そのものについては、国側の主張を認めて納税者敗訴
となったが、今回のケースにおいて仕入税額控除の取扱いが変更されたことを国側が納税者に周知徹底
する必要があったのに、それをしていなかったとして落ち度を指摘。過少申告加算税の賦課決定を取消す
判決を言い渡した。

東
京
高
裁
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  入居者付き賃貸マンション
仕入税額控除めぐる裁判で
過少申告加算税を取消し



信頼される税理士だからこそできる
資産税コンサルティング分野のお仕事

～中小ビル保有法人の株式譲渡（20％課税）～

◎お客様の財産の悩みを解決すること、
　この仕事は税理士先生こそ適役です。
◎お客様の次なる局面でも資産運用等で
　お付き合いを継続することができます。

～それはビルオーナーのお客様の将来を拓くお手伝い～

不動産Ｍ＆Ａ
不動産Ｍ＆Aで一挙に解決

日税グループはそんな先生方を支援します！
不動産Ｍ＆Ａに関する
お問い合わせ窓口 03-3346-2220

●保有ビルが老朽化・耐震性不足・設備旧式化
●災害リスクで財産価値が大幅低下の恐れも
●役員の高齢化で改修の意思決定・
　資金の手当てが困難
●相続でいざこざが予想される

＜中小ビルオーナーの悩み＞

☎

みながら、地価動向の変化の程度

は用途や地域によって異なってい

る状況を指摘。上昇した8都市に

ついてはいずれも前年から上昇率

が縮小したものの、「このうち7

都市で再開発計画が進められてい

る」との見方を示している。

　都道府県別の平均変動率につ

いては、「上昇」が7道県（前年比

14減）、「下落」が39都府県（同13

増）、「横ばい」は1県（同1増）だっ

た。上昇率が全国で最も高かった

のは、福岡県の1.8%上昇（同3.0

ポイント減）。また、前年では「上昇

率10%以上の都市」が12都市、

「同5%以上10%未満の都市」が9

都市あったことを踏まえると、新型

コロナウイルスの感染拡大に伴う

インバウンド需要や国内旅行客の

停滞が色濃く現れた路線価となっ

た。

コロナによる金融緩和で
住宅市場は堅調をキープ

　マクロの地価動向を見ると、新

型コロナの影響により、地価は上

昇傾向から一転し下落した。だ

が、住宅市場に目を移すと、少し

様相が異なってくる。20年は首

都圏のマンション供給戸数が減

少したものの、価格は高止まりし

ている。一方、在宅勤務の一般化

が進み、郊外の戸建て分譲住宅

や新築マンションの需要が顕在

化し、駅から離れた物件も売れ

行きは好調だ。

　新型コロナ対策として世界的に

6 2021年・夏号路線価

行われた金融緩和は、株式や不動

産といった資産価格の上昇を招い

た。その結果、資産性が高い都心

部のマンション購入に資金が流

れ、供給戸数が少ないことも相

まって、価格が高止まりした。

　一方、テレワークの普及で、在

宅で仕事をする機会が増え、住ま

いにより広いスペースを求める需

要が高まった。住まい選びでは、

テレワークによる通勤時間に対す

る優先順位が低くなったこともあ

り、同じ予算であれば、より広い

住まいを購入できる郊外への需要

が高まった。さらに、都心部のマ

ンション価格の高止まりが、郊外

の住宅需要を後押しした。

　土地取引に関しても、住宅用

途の取得意欲が強い一方で供給

が増えないため、事業者間での

用地取得競争が厳しさを増して

いる。

　こうした文脈で考えると、再開

発が計画されている地域の地価が

上昇する背景が見えてくる。再開

発は周辺地域の発展への期待を

高めるため、コロナ禍においても

土地需要を喚起して、地価を押し

上げる要因となり得るわけだ。ホ

テルや商業施設の不振は当分続き

そうで、不動産市場も「K字型回

復」の様相を強めている。

　国税庁は7月1日、相続税、贈与

税に係る土地等の評価額の基準

となる路線価（令和3年1月1日時

点）を発表した。それによると、

対前年変動率の全国平均はマイ

ナス0.5%となり、6年ぶりに下落

に転じた。

　今回、最高路線価が上昇した都

道府県庁所在都市は8都市（前年

比30都市減）で、横ばいは17都

市（同9都市増）、下落は22都市

（同21都市増）だった。新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大など

により、横ばいおよび下落の都市

が増加しており、全体として弱含

みになった。上昇が見られた8都

市に関しても、上昇率は5%未満

にとどまっており、前年の上昇傾

向から一変した。

　路線価の最高地点は、36年連

続で東京都中央区銀座5丁目銀座

中央通り（鳩居堂前）となった

が、1㎡当たり4272万円（前年比

320万円減、前年比7.0%下落）

で、9年ぶりの下落となった。

　上昇率の最高は、宮城県仙台市

青葉区中央1丁目青葉通りで同

3300万円（同120万円増、同

3.8%上昇）。一方、インバウンド

需要などを受けて昨年まで上昇

率1位（令和２年路線価は前年上

昇率40.8%）を維持していた沖縄

県那覇市久茂地3丁目国際通り

は、同143万円（前年比2万円

減、前年比1.4%下落）と下落に

転じた。

　国税庁では、地価公示と同様、

新型コロナの影響で全体的に弱含

▲銀座・鳩居堂前も9年ぶりの下落

令和３年分路線価

コロナ禍で観光地など顕著に

路線価の対前年変動率（％）
３年分 ３年分2年分 2年分
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会計事務所に
情報やツールを提供し
中小企業の
DX推進をバックアップ

きるようになれば、中小企業にお

けるＤＸの取組みが一気に広が

り、最終的に中小企業の成長や

発展に大きく貢献できるはずで

す。そうした想いから、全国の会

計事務所がITやDXについて理解

を深めていただき、顧問先であ

る中小企業のDX推進を支援でき

るようになっていただくための場

として、この研究会を立ち上げま

した。

―研究会ではどのような活動が
行われていますか。
　会員事務所向けに毎月１回、オ

ンライン形式による勉強会を開催

しています。ここでは、会計事務

所自体がDXを実現させるための

取組みのほか、顧問先のDXを指

導する上で必要な情報の共有、

Webマーケティングにおいて必

須となる基礎知識の習得といった

大きく３つのテーマを学んでいた

だきます。また、会計事務所自体

のDXの実践事例と、顧問先への

ＤＸ推進事例の２つのパターンの

事例研究を行っています。他社が

成功しているから自社でも必ず成

功するということはありません

が、DXのイメージをつかむ上で

も事例研究は重要だと考えます。

そのほか、定例勉強会よりもさら

に深いテーマを研究する分科会を

開催し、会員事務所が互いに協力

しながら、より高い知識やスキル

を習得しています。

―会計事務所の中には人材を育
てる余裕がないというところもあ
ります。
　そうした事務所をフォローする

ため、研究会では、DXに役立つ

情報や課題解決のヒントを収録

した動画コンテンツをはじめ、顧

問先の課題を抽出するヒアリン

グシート、顧問先への情報提供に

利用できるニュースレターなど

を用意しています。これらのツー

ルを活用することで、ITに詳しく

ない職員でもお客様に有益な情

72021年・夏号 インタビュー

報を提供できるほか、顧問先のデ

ジタル化のニーズをくみ取ること

ができます。また、多くのITベン

ダーなどにパートナー企業として

協力をいただいておりますので、

会員事務所はそれぞれの地域で

パートナー企業の協力を得なが

ら顧問先のデジタル化を推進す

ることができます。

―会計事務所に対して様々な
バックアップをしてくれるわけで
すね。
　分科会にも積極的に参加した

いという事務所がある一方で、

DXに関する情報だけほしいとい

う事務所もあります。そうした

ニーズにお応えするため、研究会

ではプレミアム会員や一般会員

などに分けてサービスを提供し

ています。ただ、どの会員に所属

したとしても、顧問先のＤＸ推進

だけでなく、会計事務所自体の

DXにもチャレンジしてほしいと

思いますね。そのための動画コン

テンツやツールもたくさん用意し

ています。DXの実現にはいくつ

かのステップがありますが、それ

をひとつずつ達成できるように

研究会としても全力でお手伝い

させていただきます。

―ＤＸを実践するに当たって注意
すべきことはありますか。
　最も重要なのは、どこを目指し

ているかというビジョンをしっか

り持つことです。いわゆる経営計

画ですね。ＩＴに精通した優秀な

社員が何人いても、このビジョン

をよく理解しないでDXを実践し

た結果、お金をかけてシステムを

導入したのに、何の成果も生まれ

なかったというケースに陥ること

が往々にしてあります。何のため

にDXに取り組むのか、その目的

地はどこなのか、まずは経営者が

従業員に対して明確に伝えるこ

とが大切といえます。システムは

あくまでツールに過ぎません。さ

らに言えば、それを使ってデジタ

ル化を図ることがゴールでもあり

ません。製品やサービス、ビジネ

スモデル、企業文化・風土といっ

た経営そのものを変革させるこ

とがDXの本質であることを理解

しておく必要があります。

―なぜ、企業文化や企業風土ま
で変える必要があるのでしょう
か。
　例えば、社内で紙を使わずに

業務を回すことができる仕組み

を整えても、それを一人でも利

用しない人がいれば意味があり

ません。社内にペーパーレス化を

根付かせるのであれば、アナログ

の紙からデジタルの紙へと全社

員のマインドが切り替わり、それ

を企業風土として定着させるこ

とが不可欠です。今まで当たり前

だったことを変えるのはとても大

変ですが、それを乗り越えること

ができれば、大きな成長や発展

に必ず繋がっていきます。

―最後にメッセージをお願いしま
す。
　会計事務所はこれまで中小企

業の身近なサポーターとして、税

務や財務という面から経営支援

を行ってきましたが、今後はデジ

タルに対する知見を獲得し、経営

とデジタルを一体として支援す

ることが今まで以上に求められ

てくると思います。特に、コロナ

禍によって世界のデジタル化の

流れは急速に早まったと感じま

す。全国の中小企業が元気にな

らなければ、会計事務所も元気に

なりません。研究会では、これか

らも会計事務所や中小企業のＤ

Ｘ推進に役立つツールを提供し

ながら、メーリングリストなど会

員事務所の情報交換の場も増や

していきます。興味がございまし

たら、研究会のホームページを覗

いてみてください。

    中小企業DX推進研究会　　   
　 https://dxgroup.jp/ 

―DX（デジタルトランスフォー
メーション）が大きなブームに
なっていますね。
　メディアなどで取り上げられ

る機会が増えたほか、デジタル

庁の新設など国としてもＤＸ推

進に本腰を入れていますので、

ここ数年でDXの注目度はかなり

高まったと思います。DXの実現

に向けて動き出す企業も増えて

きましたが、中小企業の場合は、

人の問題や予算の問題など様々

な制約の中でDXに取り組んでい

かなければなりません。そのた

めDXを推進する外部のサポート

役が必要であり、それに最も適

任なのが会計事務所だと考えて

います。

―なぜ、会計事務所が適任なの
でしょうか。
　ITベンダーなどは、自分たち

が売りたい商品を提案してきま

すので、その提案を受け入れた

結果、会社のビジョンにマッチし

ないものや身の丈に合わない

ツールを導入してしまい、使い

こなせずに失敗してしまうケー

スが多く見られます。その点、会

計事務所は、顧問先の数年先の

経営ビジョンを共有しているほ

か、どこまで投資できるかという

懐事情も把握していますので、

将来のビジョンを実現させるた

めに必要なツールなのか、会社

にとって無理のない投資なの

か、外部の視点から的確に判断

することができます。中小企業

のDXを支援する絶好のポジショ

ンにいるわけです。

―とはいえ、支援するにはITの知
識などが求められてくると思いま
す。
　確かに、税理士業界はそれほ

どＩＴに強いとは言えないと思い

ます。また、IＴやシステムの専

担者を置いている会計事務所も

少ないでしょう。ですが、もし全

国の会計事務所がＤＸを支援で

　ビジネス変革の鍵としてDX（デジタルトランスフォーメーション）が注目されているが、
全国の中小企業のDXを推進するため、そのサポート役となる会計事務所を支援しているのが
「中小企業DX推進研究会」だ。山口高志会長に研究会の活動内容やDXに取り組む際の注意
点などについて話を聞いた。

中小企業DX推進研究会
　    会長 山口 高志 氏
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　いよいよ令和3年10月1日より、インボイ

スを交付することができる事業者（適格請求

書発行事業者）に係る登録申請の受付が開始

されます。これにより、令和5年10月1日の

インボイス制度導入に向け、我々税理士も一

段階ギアを上げて準備を行っていくことにな

ります。

　ところで、「インボイスとは何ですか？」

という問いかけに対して、皆さまはすぐに回

答できるでしょうか。クライアントの中に

は、それなりの売上げがあっても、インボイ

スの意味すら知らない方も少なくありませ

ん。そういったクライアントに対して、税理

士事務所は、そもそもインボイスとは何なの

か、そして、制度導入に向けて何が必要なの

かをレクチャーしなければならないのです。

　税理士事務所は、日本における事業者の約

99.7％を占める中小企業をクライアントに多

く抱えています。その税理士事務所が、まず

率先してインボイス制度の知識を身に付け、

そして、そのクライアントを誘導していくこ

とが、インボイス制度を早く定着させるかど

うかの鍵を握っているのではないでしょう

か。

1．インボイスとは何か

　「インボイス」とは、簡潔に言えば、売手

側が買手側に対して、適用税率や消費税額と

いった税情報を伝えるためのツールであり、

かつ、記載された消費税額を売手側できちん

と納税していることを証明する書類をいいま

す。

　消費税の仕組みにおいては、原則として、

売手側で納税を行う消費税額が買手側におい

て仕入税額控除の対象となります。ここで、

このインボイスが、買手側において適正な税

額計算が行えるよう、税情報を売手側から買

手側へと伝達するための橋渡し役となりま

す。

　また、売手側がインボイスを交付しようと

する場合、適格請求書発行事業者としての登

録を受ける必要があります。そして、その事

業者に対しては、必ず納税義務を負うことを

条件に登録番号が交付されますから、売手側

がその登録番号をインボイスに記載すること

によって、そのインボイスが納税証明書とし

て成立するのです。

2．免税事業者への対応

　免税事業者がインボイスを交付しようとす

る場合には、課税事業者となった上で適格請

求書発行事業者に係る登録申請を行います。

そして、いったん適格請求書発行事業者と

なったからには、登録取消届出書を提出しな

い限り、たとえ基準期間の課税売上高が

1,000万円以下となっても、納税義務の免除

制度は適用されません。適格請求書発行事業

者になるということは、事実上、課税選択を

行ったことになるのです。

　ここで、事業者との取引がメインとなる免

税事業者が、適格請求書発行事業者の登録を

すべきかどうかですが、基本的には登録すべ

きと考えます。まずは、免税事業者であるク

ライアントが課税事業者となった場合の税負

担額をシミュレーションしてみてください。

納付税額の計算においては、売上税額をその

まま納税することはありません。簡易課税制

度を適用すれば、最高で90％の税額を削れる

のです。

　たとえば年間の売上高が660万円の一人親

方が課税選択をし、簡易課税制度を適用した

場合、年間の納税額は60万円×(1－60％※

原材料の調達がない建設業は第四種事業)＝

24万円となります。月々でいえば2万円の負

担増ですが、これくらいであれば何らかの対

応策があるのではないでしょうか。

　我々税理士事務所の役目として大切なこと

は、まずは、納税額をシミュレーションし、

そして、税負担額をどのような施策で回収し

ていくのかをクライアントと一緒に検討する

ことだと考えます。そして、回収の目処があ

る程度立つのであれば、そのまま取引が継続

できることを考えると、課税事業者となって

も悪くはないはずです。もちろん、検討の

上、最終的に登録を行わないというのも選択

肢の一つです。

3．帳票の検討

　インボイスには、登録番号等の法定事項を

記載することが義務付けられますが、その様

式自体は自由であることに大きな特徴があり

ます。ですから、請求書、領収書、納品書な

ど、その書類の名称は問いません（書類に

「インボイス」と記載する必要もありませ

ん）。また、インボイス制度の下では、紙媒

体に代えて、電子データによるインボイスの

提供も新たに認められます。

　なお、実務上は、インボイス制度の導入に

備えて、あえて新たな書類を用意する必要は

ありません。従来から取引先などとやり取り

している既存の書類をベースに、必要事項だ

けを追加する、あるいは修正するというイ

メージを持つとよいのではないでしょうか。

重要なことは、最小限の労力とコストでうまく

インボイス制度に移行するということです。

　ところで、インボイス制度は、買手側でイ

ンボイスとなるべき書類を保存できてなんぼ

の制度です。複数の書類を一体としてインボ

イスとするというケースもありますから、保

存すべき書類を売手側と買手側とで確認して

おくことが大事です。クライアントに対し

て、「取引先と書類の摺り合わせを行ってく

ださいね」と一言アドバイスしてあげてくだ

さい。

4．様式のチェック

　インボイスの法定記載事項に不備がある

と、その書類はインボイスとなりませんか

ら、これを受領した相手方では仕入税額控除

ができないことになります。また、相手方か

ら修正を依頼されれば、必ずこれに応じなけ

ればなりませんから、二度手間となります。

そこで、税理士事務所としては、今のうちか

らクライアントの書類を確認し、インボイス

使用となるよう必要な指導を行ってくださ

い。

　なお、「税率ごとに区分した消費税額」が

インボイスの記載事項の一つとなりますが、

とりわけ、その記載する消費税額の端数処理

には注意してください。消費税の1円未満の

端数処理は、一インボイス当たり税率ごとに

一回だけです。個々の取引ごとに端数処理し

た上でこれを合計することは認められません

ので要チェックです。

5．登録番号の告知と確認

　令和3年10月1日以後、適格請求書発行事

業者の登録申請を行うと順次その登録が行わ

れ、登録番号など、その登録内容が国税庁の

ホームページで順次公表されます。そしてこ

れに伴い、事業者間では、登録番号を相手方

に通知する、あるいは相手方の登録番号を確

認するといった動きが出てきます。そこで、

クライアントに対しては、登録後、その取引

先などへ速やかに登録番号を通知するよう指

導しましょう。クライアントのその相手方に

対する安心感に繋がります。

　一方、クライアント自身が、その取引先か

らインボイスを受領できるかどうかを、制度

導入前までに確認しておく必要があります。

もし、受領できないのであれば、仕入税額控

除が制限されますから、取引条件などの見直

しが必要になります。クライアントに対して

は、事前確認の必要性を説明した上で、いつ

頃、どのような方法で確認するのかを検討す

るよう提案してください。

今年10月から登録申請の受付開始

インボイス制度の
        要点をチェック！

渡辺 章  税理士



クローズアップ

はじめに
　2018年に民法改正が行われ、その改正の
中に「配偶者居権」が創設され、2020年4月
から施行されました。配偶者居住権は、配偶

者が低廉な価額で居住権を確保することがで

きることを目的として導入されたのですが、

そのきっかけは、非嫡出子と嫡出子と平等の

相続分を認めた最高裁平成25年9月4日決定
（特別抗告審）で、この決定によって、配偶

者に居住建物を相続させるという遺産分割が

困難になることが予想されたからといわれて

います。この配偶者居住権は「賃借権類似の

法定の債権」という性質を有し、「物権」で

はなく「債権」に該当することになります。

１．民法上の配偶者居住権
　配偶者居住権の成立要件（民法1028①）
は、①配偶者が相続開始時に被相続人所有の

建物に居住していること、②取得原因が「遺

産分割」「遺贈」そして「死因贈与」である

ことです。

　また、配偶者居住権は、次のように規定

（民法1028～1036）されています。
①配偶者の帰属上の一身専属権（配偶者の生

存期間）です。

②帰属主体は配偶者に限定されます。

③配偶者居住権は譲渡が禁止されています。

④配偶者が死亡した場合には、配偶者居住権

は消滅します。

⑤配偶者居住権は相続の対象になりません。

２．税法上の配偶者居住権
　このような配偶者居住権について、税法で

は、令和元年度及び令和2年度の税制改正
で、次のように、それぞれ規定されました。

（1）配偶者居住権の評価（令和元年度改正）
　相続税法23条の2第1項から第4項では、
次のように規定しています。　

　配偶者居住権の評価について、当初、財産

評価基本通達で示されるのか、法令で規定す

るのか、という議論がありましたが、結局、

相続税法23条の2で規定されました。このよ
うに法令で規定されると、通達と異なって、

時価については、解釈の余地はない（すなわ

ち、不動産鑑定士等の評価は採用できない）

という人もいますが、その法令で規定されて

いる算式（中段参照）の「建物の時価」及び
「土地等の時価」は、相続税法22条に規定す
る時価ですから、結局、法定評価といわれて

も、財産評価基本通達の影響を受けることに

なります。

（注）「残存耐用年数」とは、居住建物の所

得税法に基づいて定められている耐用年数

（住宅用）に1.5を乗じて計算した年数から居
住建物の築後経過年数を控除した年数を年数

をいいます。

（注）民法の法定利率は、平成29年5月26日
に成立（公布は6月2日）した民法改正（債権
関係）によって、「5%」から「3%」になりま
した。なお、同法の改正は、令和2年4月1日
から施行されました。「存続年数」とは、次

の区分により定める年数をいいます。

イ　配偶者居住権の存続期間が配偶者の終身

の間である場合

　　→　配偶者の平均余命年数

ロ　イ以外の場合

　　→　遺産分割協議等により定められた配

　　偶者居住権の存続期間の年数（配偶

　　者の平均余命年数を上限）

（2）配偶者居住権等の譲渡（令和2年度改正）
　令和２年度税制改正では、配偶者居住権に

ついて、合意解除や消滅などによる対価の支

払いを配偶者が受けた場合、その所得は譲渡

所得に該当し、また、その取得費の計算方法

は、所得税法60条2項及び3項において明記
されていますから「総合課税の譲渡所得」と

解されます。すなわち、所得税法33条3項1
号の譲渡所得（いわゆる総合短期譲渡所得）

から除かれる「政令で定めるもの」に係る政

令である改正の所得税法施行令82条は、次の
ように規定しています。

　所令第82条法第33条第3項第1号（短期
譲渡所得）に規定する政令で定める所得

は、次に掲げる所得とする。

一　（省略）

二　法60条第1項第1号（贈与等により取
得した資産の取得費等）に掲げる相続又は

遺贈により取得した同条第3項第1号に掲
げる配偶者居住権の消滅（当該配偶者居住

権を取得した時に当該配偶者居住権の目的

となっている建物を譲渡したとしたならば

同条第1項の規定により当該建物を取得し
た日とされる日以後5年を経過する日後の
消滅に限る。）による所得

三　法60条第1項第1号に掲げる相続又は
遺贈により取得した同条第3項第2号に掲
げる配偶者居住権の目的となっている建物

の敷地の用に供される土地（土地の上に存

する権利を含む。以下この号において同

じ。）を当配偶者居住権に基づき使用する

権利の消滅（当該権利を取得した時に当該

土地を譲渡したとしたならば同条第1項の
規定により当該土地を取得した日とされる

日以後5年を経過する日後の消滅に限る。）
による所得　　　　　　　（下線：筆者）

　このように「当該配偶者居住権に基づき使

用する権利（敷地利用権）の消滅」について

も、所得税法33条3項1号が適用されています
から、総合課税の譲渡所得となり。また、改正

された措置法通達31･32共-1においても、分
離課税から除外されています。

　ところが、ここで注意しなければならない

のは、この敷地利用権については、小規模宅

地等の課税価格の計算の特例（以下「小規模

宅地等の特例」といいます。措置法69の4
①、措置令40の2⑥）の適用があるというこ
とです。

　財務省の説明では、敷地利用権について

は、「土地の上に存する権利」であることを

理由として、小規模宅地等の特例の適用があ

ると説明していますが、もしそうであるなら

ば、敷地利用権については、借地権と同様に

分離課税とすべきでしょう。しかしながら、

敷地利用権は、小規模宅地等の特例では「土

地の上に存する権利」とし、分離課税とされ

る譲渡所得を規定する措置法31条1項の「土
地又は土地の上に存する権利」には該当しな

いという、整合性を欠く結論になっていま

す。

　配偶者居住権に類似する債権として借家権

があります。この借家権もその目的となって

いる土地である「借家人の有する宅地等に対

する権利」（財基通31）については、敷地利
用権と異なり、小規模宅地等の特例はありま

せん。

　また、配偶者居住権及び敷地利用権につい

ては、収用等の特例（措置法33③）及び換地
処分等の特例（措置法33の3）の適用はあり
ます。なお、配偶者居住権は、相続税の課税

対象ですが、民法上、第三者への譲渡が禁止

されていますから、物納は出来ません。ただ、

その設定されている建物･敷地については、物

納劣後財産とされています（相令19五）。

おわりに
　今回のように、法律上、新たな権利として

「配偶者居住権」を創設した場合、課税上、

この権利をどのような取扱うべきか、慎重な

検討が必要となります。例えば、配偶者居住

権を取得した配偶者の死亡によって、その居

宅の所有権を取得した相続人の価値の増加に

ついては、課税されないことになっています

（相基通9-13の2（注））。
　しかし、このような課税をしないという取

り扱いが租税回避になるのではないかという

議論はあります。また、当該価値の増加に対

する所得課税の問題も残されています。今

後、配偶者居住権の課税のあり方について

は、裁判例などによって議論が積み重ねら

れ、検討されることになるでしょう。

配偶者居住権の税務上の注意点
大阪学院大学法学部教授
八ツ尾  順一 税理士・公認会計士

建物の
 時価     ̶

×残存年数に応じた民法の法定利率による
　複利現価率

土地等の時価－土地等の時価×存続年数に
　応じた民法の法定利率による複利現価率

建物の時価×（残存耐用年数－存続年数）

残存耐用年数

１項

２項

3項

4項

配偶者居住権

配偶者居住権の目的となっている建物

配偶者居住権の目的となっている建物
の敷地の用に供される土地を当該配偶
者居住権に基づき使用する権利（以下
「敷地利用権」という。）

配偶者居住権の目的となっている建物
の敷地の用に供される土地

92021年・夏号

①配偶者居住権（相法23の2①）

②敷地利用権（相法23の2③）
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１. 納税者有利の評価額が
　  認められた以前の裁判

　以前の裁判とは、いわゆる「株式保有特定

会社」の株式の評価をめぐる争いだ。具体的

には、母親から同族会社Ａの取引相場のない

株式と、そのグループ子会社Ｂの取引相場の

ない株式などを相続し、平成16年2月に法定
相続分で相続税の当初申告をしていた事案

で、非上場株式の相続税評価額が高すぎると

して納税者と国税当局が争っていたもの。Ａ

社が取引相場のない株式の相続税評価上、大

会社として株式保有特定会社に該当するかど

うか、ひいては純資産価額方式で評価される

かどうかが争点となった。

　この争いについて東京高裁は平成25年2
月、平成9年の独占禁止法の改正後、会社の
株式保有に関する時代情勢が、株式保有特定

会社に係る評価通達の定めが置かれた平成2
年の評価通達改正時から大きく変化している

ことなどを指摘。大会社の保有資産の金額に

占める株式の金額の割合が25％以上だからと
いって同社を株式保有特定会社と認定するの

は時代にそぐわず不合理だとして、Ａ社の株

式保有割合が約25.9％であることなどを踏ま
えた上で、同社は株式保有特定会社に該当し

ないと判断。「純資産価額方式」ではなく

「類似業種比準方式」により評価すべきだと

した（平成25年確定）。
　東京高裁が認定した株式の評価額は、Ａ社

株式の価額１株当たり4653円、Ｂ社株式の
価額１株当たり3万1189円だった。なお、国
税庁は同年、株式保有特定会社と認定する株

式の保有割合を25％以上から50％以上に変
更する財産評価基本通達の改正を行ってい

る。

２. 以前の裁判で認められた
     株式の評価額を利用

　問題はこのあとだ。納税者は平成26年6
月、母親からの相続に関して遺産分割の調停

が調ったとして、取得した財産の増減を修正

するため「相続税の更正の請求の特則」の手

続きを行った。その際、納税者はＡ社とＢ社

の株式について当初申告の評価額ではなく、

以前の裁判で東京高裁が認定した評価額を

ベースに税額を計算した。というのも、過去

の誤った評価額に縛られず、適正な評価額で

課税または還付を受ける権利があると考えた

からだ。

　更正の請求といえば、大まかに２つのタイ

プがある。それは、①申告書に記載した課税

標準等・税額等の計算が国税に関する法律の

規定に従っていなかった場合や、その計算に

誤りがあって納付すべき税額が過大であった

場合などで、元の申告書の提出期限から5年以
内に限って認められている通常のタイプ（国

税通則法23条１項）。また、②課税標準等・
税額の計算の基礎になった事実関係に関する

裁判などにより、当初の事実関係と異なるこ

とが確定した場合、確定した日の翌日から起

算して2か月以内に限って認められている後発
的事由のタイプ（国税通則法23条２項）。
　これに対して今回の裁判で争点となった

「相続税の更正の請求の特則」とは、相続特

有の事由により認められている制度。最も身

近なケースとしては、相続税の申告期限まで

に遺産分割が成立していない財産がある場合

に法定相続分でとりあえず申告し（相続税法

55条）、遺産分割が調ったときに実際の相続
財産の取得分で更正の請求等を認めるといっ

たものがある。

　相続税では、当初申告時には調っていな

かった遺産分割について、その後、財産の分

割協議が成立し、相続する割合が変わって当

初申告時の課税価格と異なるような場合に

は、このことを知った日の翌日から４カ月以

内に限り、その分割により取得した財産に係

る課税価格を基礎として、その相続人は減額

のための更正の請求をすることができるとさ

れている。これが相続税法32条（相続税法の
構成の請求の特則）だ。

　納税者が以前の裁判で認められた株式の評

価額を利用したことに対し、国税当局が当初

申告の株評価で請求すべきだとして増額更正

処分をしたことで、「相続税の更正の請求の

特則」をめぐる争いに突入した。当局の考え

は「問題の非上場株式の会社が株式保有特定

会社に該当しないとの判断は、更正処分等に

おける株式の評価の誤りをいうにすぎず、相

続税法55条（未分割遺産に対する課税）に基
づき法定相続分に従って申告をした後に遺産

分割を行ったことにより、当初の法定相続分

に従った課税価格と異なる課税価格になった

という相続税特有の事情とは何ら関係なく、

同法32条1号に掲げる事由に当たらないこと
は明らか」というものだった。

３. 東京高裁が納税者有利の
　  判決を下した理由

　東京高裁は、「以前の裁判ではＡ社株式お

よびＢ社株式の評価方法について判断し、そ

れを用いるなどして算出した各株式の価額を

基礎として課税価格・納付すべき税額を計算

して、当初申告に係る納付すべき税額を超え

る部分が違法であるとの判断を導いたもの」

とした。

　その上で東京高裁は、母親からの相続で同

じ案件であることから、「問題の各株式の評

価方法ないし価額に係る以前の裁判の判決の

判断に行政事件訴訟法33条１項（処分または
裁決を取り消す判決は、その事件について、

処分または裁決をした行政庁その他の関係行

政庁を拘束する）所定の拘束力が生ずる」も

のだから、税務当局は相続税の更正の請求の

特則の手続きに基づく処分に当たり「前件判

決における本件各株式の評価方法ないし価額

を基礎として遺産分割後の課税価格および納

付すべき税額を計算しなければならない」と

判断した。ある意味、国税通則法の規定を超

える納税者有利の判断だった。

４. 最高裁は当局の処分を
　  適法だったと判断

　ところが、最高裁はこの判断を是認しな

かった。相続税の更正の請求の特則は、法定

相続分に基づく当初申告後の遺産分割により

取得財産に異同が生じた場合など、後発的事

由が生じた場合に認められるものとし、「後

発的事由以外の事由を主張することはできな

いのであるから、一旦確定していた相続税額

の算定基礎となった個々の財産の価額に係る

評価の誤りを当該請求の理由とすることはで

きず、課税庁も国税通則法所定の更正の除斥

期間が経過した後は、当該請求に対する処分

において上記の評価の誤りを是正することは

できないものと解するのが相当」と判断。

　また、最高裁は、以前の裁判で当初申告に

係る財産評価について申告とは異なる価額を

認定した上で、その結果算出される税額が申

告に係る税額を下回るとの理由により、申告

税額を超える部分を取り消す旨の判決が確定

した場合について言及している。

　概要は次のとおりだ。「当該判決により増

額更正処分の一部取消しがされた後の税額が

申告における個々の財産の価額を照らして、

国税通則法所定の更正の除斥期間が経過した

後においては、当該判決に示された価額や評

価方法を用いて相続税法32条1号の規定等に
よる更正の請求に対する処分をする法令上の

権限を有していないものといわざるを得な

い」。

　結局、国税通則法の規定が守られ、納税者

は当初申告に戻って処分されるという結果に

なった。

　以前の裁判で裁判所が国税当局より低く認定した株式評価額について、同じ相
続案件において遺産分割による財産の増減を修正する「相続税の更正の請求の
特則」でも利用できるかどうかで争われた裁判で、最高裁は6月24日、「利用はでき
ない」と判断。納税者の請求を認容した高裁判決を破棄し、国税当局の処分等を
適法とする判決を下した。

前の裁判で認められた株の評価額
遺産分割後の更正の請求で使えず

最高裁  高裁判決を破棄
「相続税の更正の請求の特則」めぐる争い



お問い合わせ ㈱日税経営情報センター TEL：03‒3345‒0600
㈱日税ビジネスサービス

税理士先生のコンサルティングをご支援する

日税経営情報センター
事業承継、Ｍ＆Ａ、株価算定、民事信託etc　関与先様の経営課題を解決！

まずは無料相談にてご相談内容を詳しくお伺いさせて
いただきます。その後、税理士先生や関与先様と今後の進め方
などを話し合いながら最後まで責任をもってお手伝いいたします！　　

関与先様へのコンサルティング業務において
こうしたお悩みやニーズはございませんか？
●効果的な事業承継対策を知りたい
●社長の後継者不在の悩みを解決したい
●関与先の株価算定を手伝ってほしい
●関与先の資産承継の”想い”を叶えたい

日税経営情報センターに
　　　　　　ぜひ、ご相談ください！
スキームの提案から実行まで幅広くご支援
「日税事業承継支援サービス」
最終契約まで一貫してサポートいたします
「日税M&A総合支援サービス」
非上場株式の株価算定はおまかせください
「日税株価算定支援サービス」
資産承継における民事信託活用のお手伝い
「日税民事信託コンサルティングサービス」些細なことでもお気軽にお問い合わせください！

コンサルティング支援サービスの詳細に
つきましては㈱日税経営情報センターの
ホームページをご覧ください！　　

consulting-nk@nichizei.com 【営業時間】9:00～17:30 ※土日祝を除く https://nbs-nk.com/
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5月より
スタート！

去最高となった。2020年はコロ

ナ禍の影響もあって前年より減

少したが、それでも3730件と高

水準となっている。しかも、これ

らはあくまで公表されている数

字のため、未発表のものを含める

と、M＆A はさらに活発化してい

ることが想像できる。

　とくに注目したいのが、中小企

業にとってもM＆Aが身近なもの

になってきた点だ。中小企業にお

けるM＆A件数は増加傾向にある

が、その要因について、白書では

東京商工リサーチの事業承継に

関するアンケート調査を踏まえて

「経営者の意識の変化」を挙げて

いる。実際、中小企業のM＆Aに

対するイメージは10年前よりも

向上しており、買収については

33.9％、売却（譲渡）について

も21.9％が「プラスのイメージ

になった」と回答。いずれも「マ

イナスのイメージになった」を大

きく上回っている。

　また、近年は事業承継だけで

なく、中小企業の間でも企業規

模の拡大や事業多角化の手段と

してM＆Aを検討する動きが出て

きている。買い手としてM＆Aを

検討した理由を見ると、「売上・

市場シェアの拡大」が最も高く、

次いで「新事業展開・異業種への

参入」、「人材の獲得」、「技

術・ノウハウの獲得」などが上位

を占めている。なお、買い手とし

112021年・夏号 中小企業白書

てM&Aを実施する際の障壁とし

ては、「期待する効果が得られる

かよく分からない」、「判断材料と

しての情報が不足している」、

「相手先従業員等の理解が得ら

れるか不安がある」などが挙げら

れている。

売り手の８割超の経営者が
従業員の雇用の維持を重視

　一方、売り手としてのM&Aの

目的を見ると、「後継者不在」や

「従業員の雇用の維持」の割合が

依然として高いが、「事業の成

長・発展」も48.3％と約半数の

企業が成長のためにM＆Aを検討

している。

　売り手としてM＆Aを実施する

際の障壁としては、「経営者とし

ての責任感や後ろめたさ」が

30.5％と最も多い。M＆Aに対す

るイメージは向上しているもの

の、現在もM&Aの意志決定にお

いてこうした心理的側面は影響

しているようだ。とくに、8割以

上の経営者が「従業員の雇用維

持」を気にしていることを考慮す

ると、従業員に対する後ろめたさ

のような感情がＭ＆Ａの障壁に

なっていることが考えられる。

　だが、過去にM&Aを実施した

企業（買い手企業）に対し、売り

手企業の従業員の雇用継続につ

いて状況確認したところ、８割以

上の企業でM&A実施後も全従業

員の雇用を継続している。人材

や技術・ノウハウの獲得を目的に

M＆Aを実施する企業が多いこと

からも、M&Aを実施した後も売

り手企業の従業員の雇用が継続

されるケースは多いようだ。白書

では、「従業員の雇用継続を重視

する売り手企業においては、買い

手企業のM&Aの目的も見極めつ

つ、交渉の過程において、従業員

の雇用継続の希望を明確に伝え

ていくことが重要と言える」とし

ている。

　今回の白書の説明により、

M&Aに対するイメージが買収・

売却（譲渡）ともに向上している

こと、また、事業承継対策だけで

なく、事業の成長・発展や事業再

生を目的としてM&Aを検討する

中小企業が増えていることが確

認できた。

　こうしたM＆Aに対する意識の

変化を踏まえ、白書では最後に

「事業承継は、企業が更に成長す

るための転換点と言える。M&A

もまた買い手・売り手双方にとっ

て企業の成長につながる機会と

言える。事業承継やM&Aを通じ

て、これまで企業が培ってきた経

営資源を有効活用し、我が国の

中小企業がさらなる成長・発展を

遂げることを期待している」と結

んでいる。

　2021年版中小企業白書（以

下、白書）によると、経営者の平

均年齢は2009年（59.57歳）か

ら上昇を続けており、2019年に

は過去最高の62.16歳となった。

高齢化の流れは経営者年齢の

ピーク（最も多い層）にも現れて

おり、2000年における経営者年

齢のピークは「50歳～54歳」

だったが、2015年には「65歳～

69 歳」まで上昇している。

　経営者の事業承継・廃業の予

定年齢を見ると、４割以上の経

営者が65歳から75歳未満の間を

考えているが、現実にはその層

の経営者は多く存在する。また、

経営者の年齢別に後継者不在率

を見ると、60代では約半数の

48.2％。80代以上でも31.8％が

後継者不在の悩みを抱えてお

り、白書では、「事業承継や廃業

に関する準備が直近の経営課題

となっている経営者も多いと推

察される。必要性を認識しなが

らも未着手の経営者は、外部の

支援機関の活用も含めて早期に

準備を進める必要がある」と指

摘している。

　

買収・売却ともに10年前より
「プラスのイメージになった」
　

　㈱レコフデータの調べによる

と、日本におけるM＆Aの件数

は、2019年に４千件を超えて過

　経営者の高齢化が進む中、中小企業の事業承継は社会的な課題として認識されている。こうした
状況を踏まえ、2021年版中小企業白書では、中小企業の事業承継やM&Aの動向、さらに経営者
の事業承継に対する考え方の変化などについて分析している。

2021年版
中小企業白書

M&Aに対するイメージ向上で
中小企業でも取組みが活発化



12 2021年・夏号

日税ジャーナル 2021年・夏号

日税グループの
ホームページ　 https://www.nichizei.com/

発行：

本紙へのご意見・ご要望は、企画広報室へお願いします。　ＴＥＬ：03-3340-4488

〒163-1529　東京都新宿区西新宿1-6-1　新宿エルタワー29階
　　　　　　　 ＴＥＬ：03-3340-6494　ＦＡＸ：03-3340-6495（2021年7月16日発行）

（年4回1月・4月・7月・10月発行）

URL  https://nichizei-journal.com/

日税ジャーナルオンライン ▏検索

日税オープンカレッジ日税オープンカレッジ関与先企業様の人材育成を
ご支援する新しいサービス
関与先企業様の人材育成を
ご支援する新しいサービス

多くの中小企業の経営者が
人材育成に悩んでいます！
「業務が多忙で研修時間を確保できない」

「外部の研修は高額で予算的に厳しい」

「人材育成の仕組みやノウハウがない」

事業開発部
TEL：03-3340-4488　URL https://nbs-noc.com

無料お試しキャンペーンの
お問合せ・申込みはこちら 》

❶低コストで大企業並みの研修受講が可能
❷「経営分析」や「コミュケーション」など
   経営者から新人まで満足できるコンテンツ
❸74タイトル、463動画をいつでも見放題！

税理士先生の
事務所対象

無   料
無   料 お試しキャンペーンお試しキャンペーンお試しキャンペーン

サービス開始に先立ち、税理士先生の事務所でご体験いただきたく、
「無料お試しキャンペーン」を期間限定でご用意いたしました。
【第１弾】　申込締切：7月31日　利用期間：  8月3日～  9月30日
【第２弾】　申込締切：8月27日　利用期間：  9月1日～10月31日
【第３弾】　申込締切：9月27日　利用期間：10月1日～11月30日

創刊10週年を迎えました
は『日税ジャーナル』『日税ジャーナル』

　日税グループが発行する税理士先生向けの情報紙『日税ジャーナル』は、
����年�月に創刊��周年を迎えました。これもひとえに税理士先生の
ご支援の賜物と心より感謝申し上げます。
　「少しでも税理士先生のお役に立てる情報をご提供したい」という創刊
当時の変わらぬ想いで、この��年間、紙面作りに尽力してまいりました。
　創刊��周年をひとつの区切りとしまして、今後とも紙面の改良を続けながら、
先生方のお役に立てる媒体を目指してまいります。
　��周年を迎えた『日税ジャーナル』に、これからも是非ご期待ください。

　2016年７月には、デジタル時代に対応するため、税理士事務所の
ためのポータルサイト『日税ジャーナルオンライン』を開設いたしました。
　税務関連のニュースや実務に役立つ様々な情報をお伝えしてまいり
ましたが、今年４月からYouTubeの動画配信による情報提供もスタート
いたしました。今後もコンテンツの充実を図ってまいりますので、
こちらも是非ご覧ください。
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高級和牛からiPadまで
ふるさと納税の利用者激増
ハズレ馬券の税務処理
納税者が高裁で逆転勝訴
父が自己資金で車を購入
子の名義で特典受けたら…
第7次医療法改正が目前　
医療法人経営への影響は？
誤配達、システム障害etc
マイナンバーのトラブル
比嘉酒造事件を検証
役員退職金めぐるバトル
東大卒プロボクサーの会計人
起業家の挑戦を全力で応援

1平成28年・夏号

申請書はたった２枚

　今回施行された中小企業等経
営強化法では、中小企業や小規
模事業者の「本業の成長」にス
ポットを当て、生産性を向上させ
るための集中支援が行われる。
　同法を活用する場合、まず、国
が策定した「事業分野別指針」を
確認することから始まる。同指針
は、簡単に言えば、稼ぎ方のヒン
トや考え方をまとめたもの。それ
を踏まえて、事業者は自社の「経
営力向上計画」を策定する。難し
そうにも思えるが、申請書はたっ
たの２枚。自社の現状や目標、そ
して「事業分野別指針」の中から
営業活動に関する事項やマネジメ
ントに関する事項など、自社で実
施する取組みを選んで記載する。
　計画期間は３年以上５年以下
で、労働生産性（営業利益、人件
費、減価償却費の合計を、労働者
数または労働者一人当たりの年
間就業時間で割ったもの）の目標
伸び率を記載する。３年の場合は
１％以上、４年は 1.5％以上、５年

は２％以上が求められるが、業種
や事業規模などを勘案して弾力
的に目標を設定できる。
　分かりやすい申請の手引きも
用意されており、それほど労力は
かからないだろう。そのため、早
くも申請する事業者が相次いで
いるが、「自社の現状分析や課題
への取組みを丁寧に記載した申
請書も多い」（中小企業庁企画
課）という。

固定資産税での
設備投資減税は初めて

　経営力向上計画を申請して認
定されると、固定資産税の軽減
措置や金融支援を受けることが
できる。
　固定資産税の軽減措置では、
経営力向上計画に基づき、生産
性が年平均１％以上高まる機械
や装置（160万円以上、新品）を
購入した場合、その機械や装置
にかかる固定資産税が３年間、２
分の１に軽減される。固定資産税
での設備投資減税は初めてで、
赤字法人でも減税の恩恵を受け

られるのがポイントだ。
　計画の申請は、機械や装置の
取得後でも認められる（取得日は
施行日以後）。しかし、中小企業
庁は次のような点で注意喚起を
行っている。まず、機械および装
置の購入後、その年末までに申
請の認定が受けられなかった場
合、翌年度の減税が受けられず、
減税の期間が２年となってしま
う。申請書の受理から認定まで最
大30日要するほか、申請先の相
違や重度の不備がある時は差戻
しとなり申請書が受理されない
こともある。軽微な不備でも手続
時間が長くなることが考えられる
ため、年の後半に動き出すのはリ
スクがある。
　次に、機械や装置の取得後に
計画を申請する場合、取得日から
60日以内に受理される必要があ
る（郵送の場合は消印日が受付
日）。工業会などが発行する証明
書（機械や装置の生産性が年平
均１％以上高まる証明）は、申請
から発行まで数日から２カ月程度
かかることもあり、60日のタイ
ムリミットは決して長いとは言え

ないだろう。
 「年末までに認定が受けられる
かどうか怪しい場合は、無理をし
ないで機械および装置の取得を
来年に先送りするなど、余裕を
持ったスケジュール管理をして
いただきたい。最悪の事態を防
ぐためにも、まずは経営力向上計
画を申請し、認定を受けた後で
機械および装置を取得するほう
が安全といえる」（同）。
　認定企業のメリットとして、
様々な金融支援を受けられる点
も見逃せない。例えば、商工中金
の独自の融資制度による低利融
資のほか、民間金融機関から融資
を受ける際には、信用保証協会
による信用保証のうち、普通保険
等の別枠の追加保証や保証枠の
拡大が受けられる。そのほか、経
営力向上計画の認定を受けた中
小企業者（国内親会社）の海外支
店や海外現地法人が、日本政策
金融公庫の提携する海外金融機
関から融資を受ける場合、信用
状を発行して１法人あたり最大４
億５千万円の債務の保証を実施
できる。

　全国税理士共栄会（南口純一会
長）の『ＶＩＰ大型総合保障制
度』は、中小企業や個人事業主が
抱える問題を様々なプランで解決
し、税理士先生とその家族および
従業員、さらに関与先企業の経営
者と家族および従業員の「暮らし
と事業」の発展を応援していま
す。
　プランのひとつ「経営者大型保
険（集団扱定期保険）」は、掛捨
の割安な保険料で、入院や手術を
含む総合的な保障をする生命保
険です。経営者に万一のことが
あったとき、最高２億円の大型保
障で企業を守ります。
　次に、「経営者保険総合プラ

ン」では、働き盛りの経営者の生
涯保障や役員・幹部社員の退職
金準備等に活用できるよう、終身
保険、養老保険、逓増定期保険
等、多彩な保険が用意されてい
ます。
　このほか、生活習慣病保障に
重点をおいた保険や介護保険な
ど様々なニーズに応える医療保
険全般が揃った「経営者スー
パープラン」、突然の病気やケガ
で就業できなくなったときの収
入を補償する「団体所得補償保
険」、長期にわたる就業不能時の
収入を補償する「団体長期障害
所得補償保険」、入院１日目から
補償し、日帰り入院も補償する

「新・団体医療保険」により中小
企業や個人事業主の方々を総合
的にバックアップしています。

関与先を守りながら
事務所の収入源も増加

　円滑な事業承継や相続税対策
の実現をはじめ、退職金の準備
や従業員の福祉制度の充実化な
ど、関与先の様々な問題を「保
険」で解決すると共に、税理士事
務所の新しい収入源を確保でき
る制度があります。それは、全国
税理士共栄会が推進している
「税理士ＶＩＰ代理店制度」で
す。

　税理士ＶＩＰ代理店の主な仕事
は、全国税理士共栄会の事業の
二本柱である『ＶＩＰ大型総合保
障制度』と『全税共年金』の勧奨
および契約の保全、生命保険設
計書の作成および提案、加入申
込書類の記入と手続などを行い
ます。関与先に役立つ豊富な保険
知識が習得できるほか、代理店業
務は保険会社がアシストしますの
で安心です。これまで多くの税理
士先生が代理店に登録し、関与
先関係者のニーズを満たすと共
に、事務所の収入源の増加に繋
げています。

　中小企業や小規模事業者の生産性向上を集中支援する「中小企業等経営強化法」が７月１日に施
行された。企業が「経営力向上計画」を策定し、事業分野ごとの主務大臣から認定を受けると、新たに
取得した機械や装置にかかる固定資産税の軽減措置や様々な金融支援を受けることができる。固定
資産税での設備投資減税は初めてで、赤字企業にも減税効果が期待されている。

全国税理士共栄会の『ＶＩＰ大型総合保障制度』
様々なプランで、万一のときの安心を

固定資産税の軽減措置、金融支援
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10月から個人番号の通知スタート！10月から個人番号の通知スタート！
税理士制度の見直し
４月1日から適用の８項目
平成27年地価公示
昨年に引続き改善傾向
家屋の一部を更地に
譲渡所得の特別控除は…？
医療・介護・福祉の特化組織
ＭＭＰＧの魅力を探る 
教えて！マイナンバー制度
税理士事務所の事前対応

    民法（債権法）改正へ
    内田久美子弁護士が解説
自宅の評価も現地で確認
相続支援とリスク管理

1平成27年・春号

マイナンバー制度マイナンバー制度

　平成25年5月31日、行政手続における特定
の個人を識別するための番号の利用等に関す
る法律、いわゆる「マイナンバー法」が関連
３法とともに公布された。
　マイナンバー（個人番号）とは、国民一人
ひとりに付される12桁の番号のこと。社会保
障、税、災害対策の分野において効率的に情
報を管理し、複数の機関に存在する個人の情
報が同一人の情報であることを確認するため
に活用される。これにより、国や地方公共団
体等での情報連携が可能になり、「国民の利
便性の向上」「行政の効率化」「公平・公正
な社会の実現」といった効果が期待されてい
る。
　マイナンバーの通知は、平成27年10月か
ら行われる。住民票を有するすべての者に対
し、市区町村から簡易書留が届けられ、その
封書の中に同封された「通知カード」に、１
人ひとつのマイナンバーが記載されている。
外国籍でも住民票があれば通知の対象だ。
「通知カード」は住民票に登録された住所に
届けられるため、住民票の住所と異なるとこ
ろに住んでいる場合は注意したい。

　実際にマイナンバーが利用されるのは、平
成28年１月以降の社会保障、税、災害対策の
行政手続から。具体的には、「毎年6月の児
童手当の現況届の際に市区町村にマイナン
バーを提示する」、「厚生年金の請求の際に
年金事務所にマイナンバーを提示する」、
「源泉徴収票などに記載するため、勤務先に
マイナンバーを提示する」、「法定調書等に
記載するため、証券会社や保険会社などにマ
イナンバーを提出する」といったケースだ。
マイナンバーを提供すると、提供を受けた側
から「番号確認」と「身元確認」（合わせて
「本人確認」）が求められるが、その際、
「通知カード」だけでは本人確認ができない
ため、運転免許証やパスポートなどの身分証
明書も提出しなければならない。しかし、平
成28年１月から、申請者に対して発行される
「個人番号カード」は、それ１枚で本人確認
のための身分証明書として使うことができ
る。
　「個人番号カード」の額面には、氏名、住
所、生年月日、性別、マイナンバーなどが記
載され、本人の写真が表示される。カードの

ＩＣチップに搭載された電子証明書を用い
て、e-Tax（国税電子申告・納税システム）
をはじめとした各種電子申請が行えるほか、
居住地の自治体の図書館利用証や印鑑登録証
など各自治体が条例で定めるサービスにも使
用できる。なお、「個人番号カード」に搭載
されるＩＣチップには、券面に書かれている
情報のほか、電子申請のための電子証明書は
記録されるが、所得の情報や病気の履歴など
の機微な個人情報は記録されない。そのた
め、「個人番号カード」１枚からすべての個
人情報が分かってしまうことはない。「個人
番号カード」の申請書は、「通知カード」と
一緒に送られてくる。
　平成29年１月からは、国の行政機関の間で
情報連携が開始され、同年７月からは地方公
共団体等も含めた情報連携がスタートする。
さらに同年１月からは、マイ・ポータル（仮
称）という情報提供等記録開示システムで、
個人情報のやりとりの記録が確認できるほ
か、自宅のパソコンから様々な情報を取得で
きる個人用サイトも開設される予定だ。
　マイナンバー制度の導入により、様々なメ
リットが期待されているが、マイナンバーの
取扱いには、個人情報保護法よりも厳格な保
護措置が設けられている。特に、税理士事務
所の場合、所長税理士のみならず、事務所職
員も日常的にマイナンバーや特定個人情報を
取り扱うだけに、個々の事務所規模などに見
合った事前対策が急務となっている。
　なお、日本税理士会連合会（池田隼啓会
長）では、４月７日に同会ホームページ上で
「税理士のためのマイナンバー対応ガイド
ブック」を公表。添付資料として、「取扱規
定」「取扱規定チェックリスト」「業務契約
書」「就業規則」「誓約書」など各種書面の
ひな形も示されているため、特定個人情報保
護委員会の「特定個人情報の適正な取扱いに
関するガイドライン（事業者編）」と共に、
早めに確認しておきたい。

（６～７面に続く）

平成27年10月～
制度実施の
流れ

マイナンバーの通知を
住民票の住所へ送付開始

平成29年1月～

国の行政機関の間で、
情報連携を開始

平成29年7月～平成28年1月～
・社会保障・税・災害対策の手続きで、
 マイナンバーの利用開始
・申請者に、個別番号カードを交付

地方公共団体等も
含めた、
情報連携を開始

平成28年１月から
社会保障、税、災害対策の行政手続でマイナンバーが必要

社会保障
年金 労働

医療 福祉

・年金の資格取得や確認、給付
・雇用保険の資格取得や確認、給付
・ハローワークの事務
・医療保険の保険料徴収
・福祉分野の給付、生活保護　など

税

・税務当局に提出する確定申告書
 届出書、調書などに記載
・税務当局の内部事務
　　　　　　　　　　　　　など

災害
対策

・被災者生活再建支援金の支給
・被災者台帳の作成事務
　　　　　　　　　　　　　など

（内閣官房　マイナンバー社会保障・税番号制度のホームページより）　

今年10月以降、住民票を有するすべての
者に12桁のマイナンバーが通知され、来
年１月からマイナンバー制度が本格的に
スタートする。税理士事務所の業務にも
影響が及んでくるため、マイナンバー制
度に関する研修会などに参加し、理解を
深めようとする動きも業界内で活発にな
ってきた。

1平成26年・春号 1平成25年・春号
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　2011年3月11日に発生した東日本大震災か
ら、早いもので２年が経ちました。被災地の
復旧状況は想定よりも進まず、いまだに30万
人を超す人々が仮設住宅などで避難生活を余
儀なくされています。　
　復興状況はまだら模様で、沿岸部と内陸
部、復興需要に沸く建設業種と需要が回復し
ない製造業やサービス業、高齢化が進む地域
からの人口の流出など、格差拡大が加速して
います。
　この２年間、様々な形で復興支援に関わっ
てきた会計人として見てきたものをお伝えし
たいと思います。
　中小企業経営者にとって、東日本大震災レ
ベルの地震や津波という災害は、容赦なくす
べてのものを奪っていきました。社屋や工
場、大切な家族や従業員、生産場所と取引先
など地域密着の中小企業にとっては、極めて
狭い範囲に集中しており、一度災害が起こる
と、甚大な被害となります。
　しかも、被害はそれだけにとどまりませ
ん。直接的な被害にあわなかった経営者も、
売掛金が回収できなくなった社長、ガスが復
旧するまで数カ月も営業ができない飲食店経
営者、テナントが営業できないので賃料を受
け取ることができないビルオーナー、半年か
ら１年間の売上の目処が立たない経営者な
ど、間接的被害に苦しむ社長が相当数いまし
た。
　一方で、津波でも流されなかったモノが３
つありました。

 １．資産は津波で流されても、
　　 負債は流されない。

　今回の津波では、建物、機械、棚卸資産な
ど、ほとんどすべての資産が流されてしまい
ました。しかし、流されなかったものがあり
ます。それは負債です。
　長年積み重ねてきた内部留保により構築し
た資産は、津波に対して無力でした。しか
し、借入金、買掛金、リース債務は、非情な
ほど無傷で存在しています。その結果、今ま
で健全な経営をしていた会社ですら、一瞬に
して債務超過に陥りました。

 ２．生命保険は経営危機時の防波堤

　「地震や津波で、流されなかった資産はな
かったのだろうか？」
　少し考えてみました。それは、まさに、保
険ではないでしょうか。火災保険や地震保険
などの災害のための保険はもちろんですが、
経営者のためにかけていた生命保険で経営を
立て直した中小企業も少なくなかったと思わ
れます。経営者に万が一のことがあった場合
の死亡保険は無論のこと、生き残った経営者
にとって、救いの一手となったのが、解約返
戻金のあるタイプの生命保険契約でした。
　契約の時は、会計事務所の奨めで、あまり
理解もせずに契約した経営者でも、今回の震
災では、「この生命保険があって助かった」

という感謝の声を聞いています。震災後の損
害の補填、資金繰りの悪化に対して、強い力
を発揮しています。
　大切なデータをクラウド上に保存していた
多くの会社が、被害を最小限に留めたのと同
様、社外に資産を積み立てることができる生
命保険は、「経営危機時の防波堤」といえる
のではないでしょうか。

 ３．信用と絆（KIZUNA）

　生命保険以外で、津波に流されなかった資
産があるとすれば、それは「信用」と「絆」
だと感じています。
　本社社屋を流されてしまったある経営者
に、金融機関の支店長は、無条件で融資を決
定しました。また、ある経営者には取引先か
ら、多くの支援が寄せられました。貸借対照
表には計上されない「信用」と「絆」という
資産をどれだけ蓄えているかが重要なのだと
思い知りました。
　中小企業の経営者を万が一のリスクから救
う生命保険という資産を築くことは、我々と
経営者の「信用」と「絆」をより強くすると
実感しています。

東日本大震災から２年　被災地の税理士が振り返る

津波に流されなかった
３つのモノ３つのモノ

東日本大震災の発生から２年――。地震と津波の爪痕は今もなお残っている。
地元企業の復興支援などに携わってきた宮城県仙台市の椎木秀行税理士に
この２年間に会計人として見てきたこと、感じたことを語ってもらった。

椎木秀行税理士
アイアンドエス税理士法人・代表社員。東北大学工学部卒業。
1年4カ月で公認会計士試験に合格。監査法人で一部上場企業
の監査業務、コンサルティング業務に携わる。2006年独立。

2011.3.11

東北の事業者を応援しましょう！東北の事業者を応援しましょう！
日本税協連は、東日本大震災復興支援事業として、
「税理士が応援する東北産品ショッピングモール」をオープンしました。
日本税協連のホームページで、東北税協６県組合員の関与先事業者（特産品、民芸品、旅館など）を紹介します。
◎まずは「１人１品の購入」で応援をお願いします！
◎東北事業者の出店者をご紹介ください。
　出店費用はすべて無料です（平成27年12月末まで）。 http://www.nichizei.or.jp

日本税協連　　   　　検索

掛金を自由に設定できる
『全税共年金』で安心積立
スペシャリストに聞く
医療機関の支援ポイント
転貸建物の明渡金でバトル
一時所得or不動産所得

小規模宅地特例
改正後の節税のヒント
富裕層を狙い撃ち
税制改正　早分かり!!

関与先にも教えたい
改正労働契約法にご注意
オピニオン
税理士業務はリスクビジネス

～
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2011年7月の創刊号から10年間で
41号分の情報をお届けいたしました

第１弾は山本英生税理士による
「意外と知らない保険の話」

ワンポイント講座の新コーナー
◇関与先への事業承継コンサル『虎の巻』
◇実務に役立つ『税務会計オンラインラボ』

YouTubeの動画配信スタート！

無料キャンペーンは2022年3月末まで開催！  第４弾以降の日程はホームページをご覧ください。


